


SDGs（2022.1）

　「SDGs」は、いまやもっともキャッチーな流
行語です。「エコ」とつければそれだけで商品価
値が上がるみたいな。NHKなどでもいつも環境
問題や技術革新のテーマとしてこれを取り上げて
います。しかし国連がこの「持続可能な開発目標」
の第１に掲げている「貧困をなくそう」が、日本
で取り上げられることはほとんどありません。し
かしいまや日本は先進国の中で最も貧困が深刻な
国です。子どもたちの７分の１は貧困にあり、多
くの母子家庭が明日の食にも困っていると報告さ
れています。貧困の解消と格差の縮小問題で、も

っともっと私たちは声
を上げていかなければ
と思います。
　貧困は家庭内に閉じ
込められているだけで
はなく、この大阪でも
町として表れ始めてい
ます。これは東成区の商店街。ほとんどの店が廃
業し、商店街の看板は傾き、アーケードもぼろぼ
ろ。まるで廃墟。シャッター通りは当たり前にな
っていますが、商店街そのものの崩壊を初めて目
にしました。
� （文・絵　内山進）
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明
け
ま
し
て
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。
昨

年
は
色
々
と
お
世
話
に
な
り
、
あ
り
が
と
う
ご

ざ
い
ま
し
た
。
昨
年
は
総
選
挙
が
あ
り
ま
し
た

が
、
今
年
７
月
に
は
参
議
院
選
挙
が
、
来
年
春

に
は
統
一
地
方
選
挙
が
あ
り
ま
す
。
統
一
地
方

選
挙
で
は
大
阪
府
知
事
選
挙
、
大
阪
市
長
選
挙

が
予
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

さ
て
総
選
挙
は
、
自
公
政
権
の
継
続
か
、
野

党
共
闘
に
基
づ
く
政
権
の
樹
立
か
を
問
う
た
選

挙
で
し
た
。
結
果
は
以
下
の
三
点
に
要
約
で
き

ま
す
。

一
点
目
は
、
改
選
前
と
比
較
し
て
与
党
は
議

席
を
減
ら
し
た
も
の
の
、
絶
対
安
定
多
数
を
確

保
し
、
政
権
を
維
持
し
た
こ
と
で
す
。
二
点
目

は
、
野
党
共
闘
が
改
選
前
と
比
較
し
て
議
席
を

減
ら
し
た
こ
と
で
す
。
三
点
目
は
、
政
権
選
択

を
訴
え
て
い
な
か
っ
た
維
新
が
議
席
を
増
や

し
、
一
定
の
勢
力
を
確
保
し
た
こ
と
で
す
。

今
回
の
総
選
挙
で
各
政
党
の
位
置
づ
け
が
明

確
に
な
り
ま
し
た
。
新
自
由
主
義
的
な
施
策
を

進
め
る
自
公
政
権
。
自
公
政
権
よ
り
も
右
寄
り

で
、
新
自
由
主
義
的
な
施
策
が
不
徹
底
と
与
党

を
批
判
す
る
維
新
。
新
自
由
主
義
的
な
施
策
に

反
対
す
る
野
党
共
闘
で
す
。
流
動
的
で
は
あ
り

ま
す
が
、
与
党
、
野
党
の
二
極
で
は
な
く
、
三

極
が
形
成
さ
れ
た
と
い
っ
て
い
い
で
し
ょ
う
。

こ
の
状
況
を
踏
ま
え
ま
す
と
、
大
阪
自
治
体

問
題
研
究
所
が
取
り
組
む
べ
き
課
題
も
明
ら
か

で
す
。

ま
ず
、
一
点
目
は
、
岸
田
政
権
が
進
め
よ
う

と
し
て
い
る
新
自
由
主
義
的
な
施
策
が
地
域
に

ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
る
の
か
、
こ
れ
を
全

国
研
、
自
治
労
連
等
と
協
力
し
て
明
ら
か
に
す

る
こ
と
で
す
。

二
点
目
は
、
維
新
政
治
の
評
価
を
明
ら
か
に

し
、
大
阪
は
も
ち
ろ
ん
で
す
が
全
国
に
発
信
す

る
こ
と
で
す
。
維
新
は
今
回
の
選
挙
で
、﹁
身

を
切
る
改
革
﹂﹁
大
阪
で
の
成
果
を
全
国
に
広

げ
た
い
﹂
と
い
う
点
を
訴
え
、
現
状
に
不
満
を

持
つ
国
民
の
票
を
集
め
ま
し
た
。

維
新
は
政
府
提
出
の
法
案
に
９
０
％
以
上
賛

成
し
て
お
り
、
与
党
を
補
完
し
て
い
る
の
は
間

違
い
あ
り
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
維
新
に
投
票
し

た
国
民
は
、
維
新
が
大
阪
で
進
め
て
き
た
﹁
改

革
﹂
を
見
聞
き
し
て
い
る
た
め
、
補
完
勢
力
と

い
う
批
判
は
あ
ま
り
届
き
ま
せ
ん
で
し
た
。

維
新
は
自
公
政
権
の
施
策
を
よ
り
右
寄
り
に

変
え
よ
う
と
し
て
い
る
た
め
、
補
完
勢
力
と
し

て
付
随
的
に
批
判
す
る
の
で
は
な
く
、
正
面
か

ら
維
新
の
﹁
改
革
﹂
を
、
事
実
に
基
づ
い
て
批

判
す
べ
き
で
す
。
そ
う
し
な
け
れ
ば
新
自
由
主

義
的
施
策
を
批
判
す
れ
ば
す
る
ほ
ど
、
そ
の
新

自
由
主
義
的
施
策
で
苦
し
ん
で
い
る
市
民
の
怒

り
が
、
維
新
へ
の
期
待
に
転
嫁
し
て
し
ま
い
ま

す
。三

点
目
は
、
地
方
政
治
レ
ベ
ル
で
野
党
共
闘

の
政
策
を
ど
う
築
く
か
で
す
。
全
国
レ
ベ
ル
で

   
新
年
の
ご
あ
い
さ
つ

一
般
社
団
法
人
大
阪
自
治
体
問
題
研
究
所

理
事
長　
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は
市
民
連
合
を
介
し
て
20
項
目
の
政
策
が
合
意

さ
れ
、
政
権
に
つ
い
て
も
一
定
の
合
意
が
発
表

さ
れ
ま
し
た
。
そ
れ
に
対
し
て
、
地
方
政
治
レ

ベ
ル
で
の
野
党
共
闘
は
端
緒
に
つ
い
た
段
階
で

す
。大

阪
府
、
大
阪
市
、
府
内
の
衛
星
都
市
で
、

野
党
共
闘
を
発
展
さ
せ
る
た
め
に
は
、
そ
の
地

域
の
野
党
共
闘
が
目
指
す
政
策
を
明
確
に
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。
こ
こ
が
は
っ
き
り
し
な
い

と
地
域
レ
ベ
ル
で
の
野
党
共
闘
が
前
進
し
ま
せ

ん
。四

点
目
は
、
地
方
政
治
レ
ベ
ル
で
野
党
共
闘

を
ど
の
よ
う
に
発
展
さ
せ
る
か
で
す
。
維
新
が

一
定
の
力
を
持
っ
て
き
た
地
域
で
は
、
与
党
対

野
党
共
闘
と
い
う
二
極
構
造
で
は
な
く
、
三
極

構
造
に
な
っ
て
い
ま
す
。
大
阪
で
は
10
年
ほ
ど

前
か
ら
そ
の
よ
う
な
状
況
が
作
ら
れ
き
ま
し

た
。そ

こ
で
は
、
維
新
、
反
維
新
と
い
う
図
式
が

一
定
定
着
し
て
き
ま
し
た
が
、
反
維
新
=
反
新

自
由
主
義
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
三
極
構
造
が
形

成
さ
れ
て
い
る
地
域
で
、
新
自
由
主
義
の
弊
害

を
是
正
し
、
市
民
福
祉
と
地
域
経
済
の
向
上
、

発
展
を
進
め
る
た
め
に
は
、
ど
の
よ
う
な
政
治

体
制
を
築
く
べ
き
か
を
明
ら
か
に
し
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。

す
で
に
大
阪
自
治
労
連
、
衛
都
連
と
共
同
研

究
会
を
発
足
さ
せ
ま
し
た
が
、
以
上
述
べ
た
課

題
に
取
り
組
み
、
そ
の
成
果
を
大
阪
と
全
国
に

発
信
す
る
予
定
で
す
。

松
井
大
阪
市
長
は
﹁
総
合
区
制
度
﹂
の
実
現

を
、
突
然
発
表
し
ま
し
た
。

大
阪
都
構
想
が
住
民
投
票
で
否
定
さ
れ
た
後

に
、﹁
府
市
一
体
化
﹂
条
例
が
提
案
さ
れ
、
強

行
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
は
大
阪
都
構
想
を
部
分

的
に
実
現
す
る
も
の
で
す
が
、
市
民
生
活
に
は

あ
ま
り
影
響
せ
ず
、
基
本
的
に
﹁
改
革
﹂
政
党

と
し
て
の
維
新
の
イ
メ
ー
ジ
作
り
に
寄
与
さ
せ

る
も
の
で
し
た
。

し
か
し
﹁
総
合
区
制
度
﹂
は
、
大
阪
の
24
行

政
区
を
８
総
合
区
に
再
編
す
る
も
の
で
あ
り
、

市
民
生
活
に
大
き
な
影
響
を
与
え
ま
す
。
ま

た
、
こ
の
よ
う
な
制
度
変
更
を
議
会
だ
け
で
、

短
期
間
で
決
め
る
の
は
、
民
主
主
義
と
い
う
点

か
ら
見
て
極
め
て
大
き
な
問
題
で
す
。

大
阪
自
治
体
問
題
研
究
所
は
、
過
去
に
も
総

合
区
に
つ
い
て
ブ
ッ
ク
レ
ッ
ト
を
出
版
し
ま
し

た
が
、﹁
総
合
区
制
度
﹂
が
具
体
的
に
動
き
そ

う
で
あ
れ
ば
、
適
切
な
対
応
を
と
る
つ
も
り
で

す
。

今
年
も
い
ろ
い
ろ
と
忙
し
く
な
り
そ
う
で

す
。
そ
の
上
、
憲
法
改
正
が
具
体
的
に
動
き
出

す
と
、
そ
れ
へ
の
対
応
が
最
重
要
課
題
に
な
り

ま
す
。
国
政
、
地
方
政
治
と
も
動
き
が
早
く
な

っ
て
い
ま
す
が
、
住
民
自
治
を
実
践
的
に
切
り

開
く
大
阪
自
治
体
問
題
研
究
所
を
ま
す
ま
す
輝

か
せ
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

今
年
も
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。
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［　特　集　］  

SDGsの土台
環境危機対策と自治体の役割

SDGsとは、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略
称で、2015年の国連サミットにおいて加盟国の全会一致で採択された国際的
な政策目標です。

2030年までの課題とされる17分野の目標と細目の達成基準によって構成さ
れ、これらの中に、気候変動対策や再生可能エネルギーの普及も挙げられて
います。政府や有力企業も取り組みに積極的に関わっているため、17色のカ
ラフルなドーナツ状のシンボルマークを襟元に付けた人を街中あちこちで見
かけるようになりました。

SDGsには、概して現代的で重要な目標を並んでいますが、多方面にわた
っていて、一部には整合しづらく見える項目も内包しています。それだけに、
掲げられた目標をどのように実現するのか、その具体化の方向性や手法をめ
ぐっては、今後も政治的な駆け引きの中で議論が続くことになります。
本特集では、そのような観点から、気候変動対策やCO2排出抑制に向けた

地域と自治体の取り組みについて焦点を当てます。
最初の上園論文は、環境危機の実態と原因を示し、それを克服する方途に

ついて包括的に考察しています。次の歌川論文は、とりわけ脱炭素にむけて
の自治体の政策課題を指摘しています。
上園論文では小規模自治体による取り組みの難しさにも触れられています

が、歌川論文は、その点を克服する方策を提案し、自治体を励ます内容とな
っています。
そして、豊田論文は、京都府北部地域において脱炭素とあわせて地域経済

の活性化に取り組む地域新電力による地域貢献型再生エネルギー事業活動を
紹介し、取り組みの現状と直面している課題について論じています。さらに、
大阪府内の二つの自治体を選び、自治体自身の取り組みや計画と、住民や組
織の環境危機対策の取り組みの実践について、双方から取材を行いました。
また、池田エコスタッフ、TERAエナジーの実践レポートでは取り組みと合
わせて、その思いを述べてもらいました。
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は
じ
め
に

２
０
１
５
年
の
国
連
会
議
で
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
︵
持

続
可
能
な
開
発
目
標
︶
が
採
択
さ
れ
た
の
を
契

機
に
、
政
府
は
２
０
１
６
年
に
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
推
進

本
部
を
設
置
し
、
２
０
１
７
年
に
経
済
・
社
会

・
環
境
の
三
側
面
を
統
合
的
に
取
り
組
ん
で
い

く
﹁
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ 

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
﹂
を
策

定
し
た
。
多
く
の
企
業
も
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
に
関
す
る

憲
章
・
方
針
や
経
営
計
画
を
策
定
し
、﹁
環
境
﹂

﹁
社
会
﹂﹁
ガ
バ
ナ
ン
ス
﹂
へ
の
取
り
組
み
を
重

視
す
る
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
が
企
業
経
営
に
大
き
な
影

響
を
及
ぼ
し
て
い
る
。

１
９
７
２
年
の
人
間
環
境
宣
言
︵
ス
ト
ッ
ク

ホ
ル
ム
宣
言
︶
で
、﹁
成
長
の
限
界
﹂
を
乗
り

越
え
る
変
革
の
必
要
性
が
提
唱
さ
れ
て
か
ら
半

世
紀
を
経
て
、
政
治
と
経
済
が
よ
う
や
く
持
続

不
能
な
現
実
に
向
き
合
い
始
め
た
よ
う
に
み
え

る
。
だ
が
、
こ
う
し
た
日
本
の
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
取

り
組
み
は
本
当
に
持
続
可
能
な
社
会
に
向
け
た

変
革
に
つ
な
が
っ
て
い
る
の
か
、
問
い
直
さ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。

現
代
の
経
済
活
動
は
、
何
ら
か
の
資
源
や
自

然
を
利
用
し
て
有
害
物
質
や
廃
棄
物
な
ど
の
環

境
負
荷
を
発
生
さ
せ
て
い
る
。
本
稿
で
は
、
大

量
生
産
・
消
費
・
廃
棄
社
会
が
も
た
ら
し
て
き

た
環
境
危
機
の
実
態
と
原
因
を
示
し
、
そ
れ
を

ど
の
よ
う
に
乗
り
越
え
て
い
く
べ
き
な
の
か
考

察
し
て
い
く
。

Ⅰ　

 

大
量
生
産
・
消
費
・
廃
棄
の 

環
境
危
機

世
界
の
エ
コ
ロ
ジ
カ
ル
・
フ
ッ
ト
プ
リ
ン
ト

︵
経
済
活
動
に
よ
る
自
然
破
壊
や
汚
染
な
ど
の

環
境
負
荷
︶
は
、
バ
イ
オ
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
︵
地

球
の
生
態
系
が
持
っ
て
い
る
生
産
力
や
廃
棄
物

の
収
容
力
。
地
球
の
数
で
換
算
し
、
１
を
超
え

る
と
収
容
力
を
上
回
る
こ
と
に
な
る
︶
を
超
過

し
て
い
る
。
１
９
７
０
年
代
以
降
、
環
境
容
量

を
超
過
し
た
オ
ー
バ
ー
シ
ュ
ー
ト
︵
赤
字
︶
の

状
態
が
継
続
し
て
お
り
、
２
０
１
７
年
の
地
球

の
バ
イ
オ
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
を
１
・
73
倍
上
回
る

大
赤
字
と
な
っ
て
い
る
︵
図
１
上
︶。

日
本
の
エ
コ
ロ
ジ
カ
ル
・
フ
ッ
ト
プ
リ
ン
ト

を
世
界
の
そ
れ
と
比
較
し
た
場
合
、
地
球
の
バ

イ
オ
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
を
３
倍
上
回
る
。
ま
た
、

化
石
燃
料
の
消
費
に
よ
っ
て
生
じ
る
カ
ー
ボ
ン

フ
ッ
ト
プ
リ
ン
ト
︵
製
品
が
原
材
料
調
達
か
ら

廃
棄
ま
で
に
排
出
さ
れ
る
Ｃ
Ｏ
２

の
総
量
︶
が

全
体
の
７
割
を
占
め
、
そ
の
多
さ
が
際
立
っ
て

い
る
。
こ
の
特
徴
は
先
進
国
に
共
通
し
て
お

り
、
脱
炭
素
社
会
へ
の
移
行
が
急
が
れ
る
理
由

と
も
な
っ
て
い
る
︵
図
１
下
︶。

現
代
の
大
量
生
産
・
消
費
・
廃
棄
に
よ
る
経

済
シ
ス
テ
ム
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
よ
っ
て
生

環
境
危
機
と
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ

大
量
生
産
・
消
費
・
廃
棄
社
会
の
転
換

特 集

上
園
昌
武

北
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学
園
大
学
教
授
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■
は
じ
め
に

世
界
と
日
本
は
気
候
危
機
の
状
態
に
あ
る
。

豪
雨
、
洪
水
、
干
ば
つ
、
山
火
事
、
農
業
被
害
、

熱
中
症
・
熱
帯
性
伝
染
病
な
ど
多
く
の
悪
影
響

が
あ
る
。
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
︵
気
候
変
動
に
関
す
る
政

府
間
パ
ネ
ル
︶
報
告
が
大
き
な
削
減
の
必
要
性

を
示
し
、
２
０
１
５
年
合
意
の
パ
リ
協
定
で
議

論
中
、
こ
の
10
年
の
大
幅
な
排
出
削
減
、
２
０

５
０
年
ゼ
ロ
が
課
題
で
あ
る
。
同
じ
年
に
合
意

さ
れ
た
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
は
、
気
候
変
動
と
エ
ネ
ル
ギ

ー
の
ゴ
ー
ル
と
他
の
課
題
を
関
連
さ
せ
誰
一
人

取
り
残
さ
ず
取
り
組
む
こ
と
を
求
め
て
い
る
。

気
候
危
機
回
避
の
た
め
地
域
で
脱
炭
素
転
換
、

省
エ
ネ
と
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
︵
以
下
﹁
再

エ
ネ
﹂︶
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

こ
れ
に
む
け
た
自
治
体
の
役
割
、
課
題
に
つ
い

て
述
べ
る
。

■
気
候
危
機
回
避
・
気
候
変
動
対
策

Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
報
告
は
対
策
で
産
業
革
命
以
後
の

気
温
上
昇
を
１
・
５
℃
未
満
に
で
き
、
悪
影
響

を
小
さ
く
で
き
る
こ
と
を
指
摘
、
そ
の
た
め
の

世
界
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
の
代
表
的
経
路
で
２
０

３
０
年
に
２
０
１
０
年
比
45
％
削
減
、
２
０
５

０
年
排
出
ゼ
ロ
を
示
し
た
︵
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
、
２
０

１
８
︶。﹁
２
０
５
０
年
排
出
ゼ
ロ
﹂
は
多
く
の

国
・
自
治
体
の
目
標
に
な
っ
た
。
２
０
２
１
年

８
月
の
報
告
は
こ
れ
よ
り
厳
し
い
２
０
３
０
年

に
50
％
を
超
え
る
削
減
の
必
要
性
を
示
し
て
い

る
︵
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
、
２
０
２
１
︶。

日
本
政
府
の
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
目
標
は
２

０
３
０
年
２
０
１
３
年
比
46
％
削
減
、
２
０
５

０
年
排
出
実
質
ゼ
ロ
に
強
化
さ
れ
た
。
今
後
も

目
標
強
化
が
議
論
さ
れ
る
と
み
ら
れ
る
。
２
０

２
１
年
10
月
末
で
４
８
７
自
治
体
が
﹁
２
０
５

０
年
Ｃ
Ｏ
２

排
出
実
質
ゼ
ロ
﹂
目
標
を
掲
げ
、

﹁
気
候
非
常
事
態
﹂
を
99
の
自
治
体
が
宣
言
し

た
。
企
業
も
排
出
ゼ
ロ
・
再
エ
ネ
１
０
０
％
目

標
が
増
加
し
て
い
る
。
最
近
は
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ

ー
ン
全
体
の
目
標
が
増
え
、
取
引
先
に
も
再
エ

ネ
の
部
品
製
造
や
輸
送
を
求
め
て
い
る
。

目
標
は
増
え
た
が
、
具
体
的
削
減
ロ
ー
ド
マ

ッ
プ
、
計
画
に
は
ま
だ
課
題
が
あ
る
。

■
日
本
全
体
と
自
治
体
の
排
出
構
造

日
本
全
体
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
割
合
は
火
力
発
電

所
が
約
36
％
で
最
大
の
排
出
源
で
あ
る
。
産
業

部
門
︵
大
半
が
工
場
︶
と
製
油
所
な
ど
エ
ネ
ル

ギ
ー
転
換
業
の
化
石
燃
料
消
費
が
約
30
％
、
業

務
部
門
︵
オ
フ
ィ
ス
と
第
３
次
産
業
︶、
家
庭

部
門
、
運
輸
部
門
の
化
石
燃
料
消
費
分
が
約
30

％
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
以
外
が
７
％
を
占
め
る
。
日

本
で
は
発
電
所
の
排
出
を
消
費
側
に
配
分
す
る

計
算
方
法
が
多
い
。
多
く
の
自
治
体
で
購
入
電

力
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
割
合
は
約
半
分
を
占
め
、
電

力
の
再
エ
ネ
転
換
に
よ
る
削
減
余
地
が
大
き

い
。再

エ
ネ
電
力
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル1

は
太
陽
光
、

陸
上
風
力
、
洋
上
風
力
を
中
心
に
、
現
在
の
電

力
消
費
量
の
７
~
８
倍
も
の
可
能
性
が
あ
る

Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
の
土
台

脱
炭
素
と
自
治
体
の
役
割
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エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産
地
消
を
担
う
地

域
新
電
力

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産
地
消
が
重
要

だ
と
説
け
ば
、
何
を
今
さ
ら
と
思
わ
れ
る
方
も

多
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
あ
ら
た
め

て
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産
地
消
の
意
義
と
そ
の
実

現
に
つ
い
て
考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。

環
境
省
︵
２
０
１
３
︶
に
よ
れ
ば
、
９
割
以

上
の
自
治
体
に
お
い
て
地
域
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
収

支
︵
地
域
内
で
生
み
出
す
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る

収
入
と
地
域
外
に
支
払
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
代
金
の

バ
ラ
ン
ス
︶
は
赤
字
と
な
っ
て
お
り
、
地
域
外

に
資
金
が
流
出
し
て
い
る
状
況
で
す
。
そ
う
し

た
資
金
を
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
や
投

資
に
回
す
こ
と
で
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
収
支
を
改
善

し
、
足
腰
の
強
い
地
域
経
済
を
構
築
す
る
と
と

も
に
、
新
た
な
雇
用
を
創
出
し
、
災
害
時
の
強

靱
さ
︵
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
︶
の
向
上
に
も
つ
な
が

る
効
果
が
期
待
さ
れ
ま
す
。
環
境
省
の
試
算
で

は
、
２
０
３
０
年
当
時
の
目
標
で
あ
っ
た
温
室

効
果
ガ
ス
排
出
26
％
削
減
に
必
要
な
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
や
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
投
資
を
行
う

と
、
ほ
ぼ
全
て
の
自
治
体
で
域
内
総
生
産
︵
Ｇ

Ｒ
Ｐ
︶
が
増
大
し
、
全
国
で
計
約
３
・
４
兆
円

の
経
済
効
果
が
得
ら
れ
る
と
推
計
し
て
い
ま

す
。日

本
に
お
け
る
地
域
新
電
力
の 

現
状
と
課
題

近
年
、
日
本
で
も
地
方
自
治
体
や
地
域
の
民

間
企
業
が
出
資
し
て
、
電
力
小
売
り
事
業
を
行

う
﹁
新
電
力
﹂
の
設
立
が
増
加
し
つ
つ
あ
り
ま

す
。
環
境
省
の
定
義
で
は
、
地
方
自
治
体
の
戦

略
的
な
参
画
・
関
与
の
下
で
小
売
電
気
事
業
を

営
み
、
得
ら
れ
る
収
益
等
を
活
用
し
て
地
域
の

課
題
解
決
に
取
り
組
む
事
業
者
を
﹁
地
域
新
電

力
﹂
と
し
て
い
ま
す
。
２
０
１
３
年
に
、
日
本

で
最
初
の
自
治
体
新
電
力
で
あ
る
一
般
財
団
法

人
中
之
条
電
力
︵
群
馬
県
中
之
条
町
が
出
資
︶

が
設
立
さ
れ
て
以
降
、
設
立
が
相
次
ぎ
、
現
在

は
40
を
超
え
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

地
域
新
電
力
の
設
立
目
的
と
し
て
、
２
０
１

８
年
に
自
治
体
を
対
象
に
実
施
さ
れ
た
ア
ン
ケ

ー
ト
︵
山
下
ほ
か
、
２
０
１
８
︶
で
は
、
自
治

体
新
電
力
を
設
立
済
み
・
検
討
中
と
回
答
し
た

１
１
５
団
体
の
う
ち
設
立
理
由
と
し
て
、
１
０

０
団
体
︵
87
・
０
％
︶
が
﹁
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地

産
地
消
︵
域
内
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
源

の
有
効
活
用
︶
に
つ
な
が
る
か
ら
﹂
を
選
択
し

て
い
ま
す
。
こ
の
ほ
か
﹁
地
域
の
活
性
化
に
つ

な
が
る
か
ら
﹂︵
74
団
体
・
64
・
３
％
︶、﹁
地

域
の
雇
用
を
増
や
す
こ
と
に
つ
な
が
る
か
ら
﹂

︵
53
団
体
・
46
・
１
％
︶、﹁
公
共
施
設
の
電
気

料
金
の
低
減
に
つ
な
が
る
か
ら
﹂︵
52
団
体
・

45
・
２
％
︶
な
ど
が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

う
し
た
結
果
か
ら
も
、
地
域
や
自
治
体
に
お
い

て
は
地
域
新
電
力
に
期
待
を
寄
せ
て
い
る
こ
と

日
本
に
お
け
る
地
域
新
電
力
の
現
状
と
課
題

地
域
と
つ
な
が
る
地
域
新
電
力「
た
ん
た
ん
エ
ナ
ジ
ー
」を
事
例
と
し
て
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